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第 1 調査の経緯・調査方法等 

 

 当社は、防衛省殿、内閣衛星情報センター殿、独立行政法人宇宙航空研究

開発機構殿より、防衛・宇宙事業における当社と当該顧客との間の契約にお

いて過大請求がなされている事実の有無について調査を行うよう要請を受

け、2012 年 1 月より事実関係の調査を開始した。その後、独立行政法人情報

通信研究機構殿、総務省殿からも調査の要請を受け、事実関係の調査に加え

た。 

 調査に当たっては、当該契約に係る工事（顧客との契約に基づく開発、製

造業務等）を担当する鎌倉製作所及び通信機製作所を対象に調査を実施した

ほか、電子システム事業本部やコーポレート部門も調査対象とし、その関与

の有無等についての調査を実施した。 

 なお、調査に際しては、調査の中立性を担保する趣旨から、コーポレート

部門の法務・コンプライアンス部所属の従業員を中心に、西村あさひ法律事

務所所属の弁護士を加え調査チームを編成した。 

 調査においては、鎌倉製作所及び通信機製作所を対象に、当社と顧客との

間の契約関係書類、作業等に伴って作成された書類及び職員の電子メール等

の物的資料を検討したほか、両製作所及び電子システム事業本部並びにコー

ポレート部門の役職者を含む従業員に対するヒアリングを実施した。 

 

 

第２ 顧客と当社との間の契約の概要及び調査対象事項について 

 

 当該顧客と当社との間の契約は、契約時に契約金額を確定し、契約条件に

変更のない限り、相手方に支払われる代金の金額の変更を行わない「一般確

定契約」と実際の費用によって請求金額が増減する「原価監査付契約｣に大別

される。「原価監査付契約」においては、実際にかかった製造原価について

顧客による監査が行われ、実際にかかった製造原価に販売費、一般管理費、

利子及び利益を足した金額（以下「実際金額」と言う。）が契約金額を下

回った場合には、その差額を返金することとされており、他方で、実際金額
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が契約金額を上回る場合には、契約金額を超える支払いを顧客に請求できな

いこととされている。今般の調査は、このような契約の種別を問わず、広く

工数の不適切計上等の有無について調査を行った。 

 

 

第３ 社内調査結果について 

 

１．調査結果の概要 

 

（１）工数の不適切計上について 

調査の結果、電子システム事業本部の傘下にある鎌倉製作所及び通信

機製作所と当該顧客との間の契約に係る工事において、「一般確定契

約」「原価監査付契約」のいずれの契約においても工数を不適切計上し

た案件が存在することが判明し、当該顧客に対して費用の過大請求がな

されている案件があることが判明した。 

 鎌倉製作所及び通信機製作所の両製作所において、いつ頃から、どの

ような経緯で工数付替え(以下、本報告上では、実際に行った作業と乖離

した計上実態となっているものを｢工数の付替え｣と言う。)が行われるよ

うになったのかについては、現役の役職者を含む従業員及び定年退職し

た元従業員（役職経験者を含む）に対するヒアリング調査によっても詳

細は明らかとはならなかったが、遅くとも防衛事業については 1970 年

代、宇宙事業については 1990 年代初めには、工数の付替えが行われてい

たことが確認された。 

 

（２）加工比率、一般管理費率について 

加工費率（当該部門で発生する費用を、部門内の作業時間で除した

「１時間あたりの加工費」）を不当に膨らませているのではないかとの

指摘も当該顧客の一部から受けたが、調査の結果、虚偽の報告を行った

事実は認められなかった。 

 また、契約金額算定要素の一つである一般管理費率（製作所で発生する
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製造原価に掛け合わせることにより一般管理費を算定する）の算定根拠に

ついても当該顧客の一部から疑問が呈されたが、調査の結果、加工費率と

同様不正な処理が講じられた事実は認められなかった。 

   

２．工数付替えの態様、動機・背景 

 

（１）工数付替えの態様 

 

① 概説 

鎌倉製作所及び通信機製作所の両製作所においては、目標の製造原

価を遵守するために契約金額に基づき｢目標工数｣を設定し、これを目

安に工数を計上していた。この「目標工数」は、各工事の取りまとめ

（全体設計担当、進捗管理、損益管理等）を行うプロジェクト担当課

又はプロジェクトマネージャーから企画管理課を経由して各課に配分

（拠点や事業によって具体的な方法は異なる）され、各課に配分され

た目標工数は、課長等により各課員に配分されていた。 

そして、目標工数が配分された職場では、ある工事において、実際

の作業時間が目標工数と乖離する場合に、実際に行った作業とは別の

名目で実績工数（以下、本報告上では、課員の作業時間として計上さ

れる時間を「実績工数」と言う。なお、ここで言う実績工数は実際の

作業時間とは必ずしも合致しない場合もある。）として計上するか、

いずれの工事にも計上しないことにより、目標工数を達成することが

あった。 

このような工数付替えは長期間にわたり継続し日常化していたた

め、各課において実績工数が目標工数と乖離する場合に、課長やチー

ムリーダー等の判断で工数付替えが行われるようになっていた。 

工数の付替えの概要は以上のとおりであるが、ある工事に実際に従

事した作業時間分を「別工事で計上する」ことや「どの工事にも計上

しない」ことはあっても、実際の就業時間の合計を超えて、架空の作

業時間が計上されることはなかった。 
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なお、工数の付替えの具体的方法は、実績工数の集計・管理方法の変

遷とともに変化してきており、また、両製作所で工数付替えの態様が異

なる部分もあることから、以下に詳細を記載する。 

    

＜目標工数管理の概念図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

② 鎌倉製作所 

 

ｱ. 設計・品質管理部門においては、1990 年までは、防衛事業部門及

び宇宙事業部門ともに各課員の作業時間は手書きの作業伝票を基に

集計されていたが、1990 年以降は、各課員が各種端末を用いて入力

した作業時間を基に集計されるようになった。 

 

ｲ. 防衛事業部門の設計・品質管理部門においては、2010 年 8 月 15 日

までは、実績工数が目標工数から乖離した場合、課長が職場に設置

された工数修正端末を用いて各課員が入力した作業時間の事後的な

修正を行うことがあった。2010 年 8 月 16 日以降は、システム変更に

伴い工数修正端末の運用が廃止されたため、各課員が入力した作業

時間を課長が工数修正端末を用いて事後的に修正することはなく

なったが、課長が課内のチームリーダーに目標工数を過不足なく達

成するように事前に指示を与えたり、課長が課員に指示して入力済

みの作業時間を変更させるなどの方法により工数の付替えが行われ

ることがあった。 

 

契約 A  B  C   D・・・・

契約額

返納

契約 A   B  C   D・・・・

契約額
赤字

＝個別契約管理＝ ＝全体損益管理＝

売上・利益 売上・利益

＝目標コスト

　+ＧＣＩＰ
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ｳ. 宇宙事業部門の設計・品質管理部門においては、2005 年 4 月以前

は、課長が各課員に目標工数を明示し、課員が目標工数を目安に工数

を計上していた場合があったほか、実績工数が目標工数から乖離した

場合、課長が職場に設置された工数修正端末を用いて各課員が入力し

た作業時間の事後的な修正を行うことがあった。2005 年 4 月以降

は、工数修正端末の運用が廃止されたため、各課員が入力した作業時

間を課長が工数修正端末を用いて事後的に修正することはなくなった

ものの、課長があらかじめ課員に対し、目標工数を配分してこれを目

安に工数計上するよう指示したり、具体的にある特定の作業を別の作

業として計上するように指示して課員が工数を計上するなどの方法に

より、工数の付替えが行われることがあった。 

 

ｴ. 工作部門においては、防衛事業及び宇宙事業ともに、2002 年 4 月

までは各課員の作業時間は、手書きの作業伝票を基に集計されていた

が、2002 年 4 月からは、各課員の作業時間は作業指示内容が記載さ

れた伝票に付されたバーコードを工作現場に設置してある専用端末で

読み取り、電子的な記録を基に集計されるようになった。2010 年 8

月 15 日までは、工数管理担当者が専用端末により記録された作業時

間を別の工数修正端末を用いて修正していたほか、直接作業登録者が

自身の行う作業の中の間接作業を、工作現場に設置してある専用端末

で関連伝票に記載されたバーコードを読み取り、直接作業として作業

時間を記録する場合があった。2010 年 8 月 16 日以降は、工数修正端

末の運用が廃止され作業時間の事後的な修正が行えなくなったため一

部の部門では実際の作業時間のとおりに計上するようになったもの

の、その他では直接作業登録者が自身の行う作業の中の間接作業を、

上記と同様の方法により直接作業として作業時間を記録するなどして

工数付替えを行う場合があった。 
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③ 通信機製作所 

 

ｱ. 通信機製作所においても、鎌倉製作所と同様、防衛事業部門及び宇

宙事業部門の設計・品質管理部門においては、契約金額に基づいて設

定された｢目標工数｣を目安に工数の付替えが行われていた。目標工数

は工事の取りまとめを行う「プロジェクト担当課」からプロジェクト

に参画する関係各課に配分されていたが、工数の付替えは、各課の課

長等が各課員に目標工数を配分し、各課員が、配分された目標工数を

目安に工数を計上する方法により行われていた。 

 

ｲ. また、設計・品質管理部門のうち防衛事業部門においては、2004

年 9 月までは、プロジェクト管理や全体設計を担当するプロジェクト

部門の管理課等が工数修正端末を用いて工数付替えを行うこともあっ

たが、2004 年 9 月以降は、工数修正端末の運用が廃止されたため、

このプロジェクト部門の管理課等における工数付替えはなくなった。 

 

ｳ. 工作部門においては、熟練作業者による作業時間を基準とした標準

作業時間が決められている作業では、この標準作業時間で工数を計上

することとし、標準作業時間が定められていない作業については、各

課員からの作業時間の報告を受けた班長が工数を計上していた。な

お、標準作業時間が定められていない作業については概ね実態どおり

の工数計上が行われていたが、一部の部門では、工数計上の管理を担

当する者が目標工数どおりに実績工数を計上していた。また、防衛事

業の一部の工事で、プロジェクト部門から指示された、実際の作業時

間とは異なる工数が計上されることがあった。 

 

（２）作業時間に関するデータの保管 

 

① 鎌倉製作所 

鎌倉製作所における作業時間に関するデータの保管状況について
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は、調査の結果、設計・品質管理部門については、課員が最初に入力

した工数データが、一部、大容量記憶テープに保管されていること

や、工作部門についても、工作部門に設置された専用端末によって入

力された工数データが別システムのサーバに一部保管されていること

が判明した。しかし、設計・品質管理部門においては、各課員が作業

時間を入力する段階で実際の作業時間と乖離した時間を入力すること

があったことから、大容量記憶テープに保管された工数データは実際

の作業時間を正確に記録したものとは言い難いことが確認された。他

方、工作部門に設置された専用端末によって入力された工数データに

ついては、実際の作業時間をほぼ正確に反映していると考えられる。 

 

② 通信機製作所 

通信機製作所においては、設計・品質管理部門の各課員が入力した作

業時間のデータのうち、現在稼動している作業報告システムが導入され

た 2003 年 10 月以降のものがシステム上に保存されているが、鎌倉製作

所同様、各課員において目標工数を目安に工数計上がなされていたた

め、システム上に保存されているデータが実際の作業時間を正確に記録

しているものとは言い難いことを確認した。 

 

（３）上位者の関与の有無 

工数の付替えは、「目標工数を遵守する」立場である課長を中心とし

て、主として課内で行われていた。鎌倉製作所及び通信機製作所の両製

作所の所長、副所長、部長においては、工数の付替えに積極的に関与し

ていた事実は認められなかったが、一部の部長においては各課が工数を

追加で必要とする特段の事情が存在しないにもかかわらず、工数を各課

に追加配分することを決定する場合があった。そのような場合、それが

工数付替えに繋がっていたことは否めない。なお、その他の上位役職者

（所長、副所長、部長）についても工数の付替えに積極的に関与してい

た事実は認められなかったが、それは職務上、工数付替えに積極的に関

与する必要がなかったからに過ぎず、拠点ごと、事業ごと、更には人に
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よりその認識に濃淡の違いはあるものの、自らの課長時代の経験等か

ら、いずれも工数付替えの事実を概括的に認識し、また、人によっては

それを容認しつつ、製作所の損益計画を検討・立案していた。 

  

（４）工数付替えの動機・背景 

鎌倉製作所、通信機製作所の両製作所では、実際の原価の多寡が請求

金額に影響を与える「原価監査付契約」であるか、実際の原価の多寡が

請求金額に影響を与えない「一般確定契約」であるかを問わず、実際金

額が契約金額を上回ることのないよう、各種原価管理資料や原価管理シ

ステムで実績原価の推移を把握して目標工数を設定し、これを工数計上

部門に周知して遵守させることにより、原価管理を行っていた。また、

製造原価には計上できないものの、納期を遵守するために契約締結前か

ら工事に着手する実態が多々あり、それが社内損益管理に影響を及ぼし

ていた一方で、社内損益管理の観点からは、赤字工事は「原価監査付契

約」であるか、「一般確定契約」であるかを問わず問題視され、防衛・

宇宙事業の存続を危うくすることに繋がりかねないことから、いかに赤

字工事を回避するかについても念頭に置いておかなくてはならなかっ

た。 

こうした背景により、実績工数を調整して計上する行為は直接材料費

の計上等とは異なり、各職場の裁量の範囲での対応が容易であることか

ら、｢原価監査付契約｣｢一般確定契約｣に係わらず「赤字工事を減らす」

「赤字の規模を少なくする」ことを強く意識して、実際の製造原価が目

標の製造原価を上回ることのないように目標工数に沿った工数計上が行

われていた。   

また、「原価監査付契約」については、実際金額が原価低減努力などに

より契約金額を下回る結果となった場合はその差額を返納しなければなら

なかったため、実際金額が契約金額を下回ることが見込まれる場合には、

返納金が発生することを回避すべく、別の赤字工事の作業を他の黒字工事

の名目で工数を計上する場合もあった。しかしながら、｢原価監査付契約｣

も「一般確定契約」も多数の赤字工事を抱えていた状況であったことか
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ら、工数の付替えは上記の返納金の発生防止のみの観点からではなく、む

しろ前述のとおり第一義的には社内損益管理の観点から事業継続に向けて

赤字工事を減らすことを目的として行われたものであり、それ故に工数の

付替えが契約金額の多寡には影響しない「一般確定契約」も含めて広く行

われることとなった。 

なお、通信機製作所の宇宙事業においては、大半の工事が「一般確定契

約」又は鎌倉製作所への「社内供給品」（主たる作業を鎌倉製作所におい

て行い、通信機製作所は鎌倉製作所から確定金額で発注を受け一部の作業

を担当する工事）であったが、これらについても当該顧客への返納金の発

生防止の観点から工数付替えを行っていたわけではなく、他の顧客との

「一般確定契約」と同様、社内における損益管理の観点から工数付替えを

行っていた。 

また、課長レベルにおいては、長期的に事業を継続させるための要員の

維持・確保を行うべく、人員配置の目安として用いられている直接作業率

（「当該部門に所属する者の標準就業時間の和」に対する「計上工数の

和」の比率）の低下を防ぎ、課の人員削減を回避する目的で工数付替えが

行われることもあった。 

    

（５）工数付替え以外の不適切計上 

 鎌倉製作所、通信機製作所の両製作所において、設計外注費等で本来

計上すべき工事とは異なる工事に費用計上されている場合があったこと

が確認された。 

 また、通信機製作所の一部の部門で、内作部品について不適切な管理を

行い、直接材料費に関し、見積りや監査の場面において顧客に対して不正

確な数値を提示していた事実が判明した。また、加工費について、1990

年以前の防衛省殿向け工事に関し、一部の作業において他の顧客に対して

適用している標準作業時間に一定の係数を乗じたものを使用していたこと

が確認された。 
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（６）顧客による過去の制度調査における対応 

鎌倉製作所、通信機製作所の両製作所は、同業他社による工数の付替

えが発覚した 1998 年度以降、顧客より複数回にわたって制度調査（契約

企業へ実施される原価計算システムの適正性の確認）を受けているが、

工数の付替えの事実が顧客に発覚することを恐れて、想定される質問に

対する回答の準備、監査において提示する資料の取捨選択、フロア

チェックの際に顧客の調査担当者が不審に思いかねない掲示物を撤去す

るなどの準備を行い、また、工数の付替えに用いられていた工数修正端

末の存在を顧客に対して秘匿するなどしていた。 

なお、鎌倉製作所は、2004 年に独立行政法人宇宙航空研究開発機構殿

より、同機構殿に対する「鎌倉製作所において工数付替えによる過大請

求が行われている」との通報に基づき自主調査を実施するように指示を

受けたが、工数付替えが行われていることを認識していながら、事態の

発覚を恐れ、工数付替えの事実は確認できなかった旨回答した。 

    

３．当社の体制上の課題 

 

（１）電子システム事業本部及び本社コーポレート部門の関与・認識 

電子システム事業本部長をはじめとする事業本部幹部においても、職務

上、工数の付替えに積極的に関与する立場にはなく、またその認識に濃淡

があるとはいえ、鎌倉製作所、通信機製作所の両製作所において工数の付

替えが行われていることを概括的に認識しつつ、経営計画の機会を通じ

て、事業本部全体の損益計画を立てていた。 

さらに、電子システム事業本部において、顧客に対する営業窓口とし

て、見積提出・商議・契約締結等の業務に当たる事業部長を始めとする事

業部関係者についても、鎌倉製作所又は通信機製作所において勤務した経

験を持つ者の中には、両製作所において、工数の付替えが行われているこ

とを概括的に認識している者もいたが、これを顧客に対して秘匿し商議に

臨むなどしていた。 

なお、2009 年からは鎌倉製作所において工数の付替えの是正に向けた
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取組が行われたが、従前の工数の付替えが顧客に露見することを防止しつ

つ徐々に工数計上を正常化することを目指したことから、その取組は目標

工数の達成が困難な場合には一部の工事においては工数の付替えを容認す

るなど、真の工数計上正常化へと導くものとはならず、また、電子システ

ム事業本部全体による正常化への取組とはならなかったことから、工数の

付替えは是正されることはなく事案発覚時まで継続してきた。 

 こうした状況の中、監査部門による社内監査によっても鎌倉製作所及

び通信機製作所における工数の付替えの事実が発覚することはなく、ま

た、社長、副社長及びコーポレート部門も、今回顧客から指摘を受け調

査を実施するまでは工数の付替えが行われている事実を認識できず、是

正の機会を逸していた。 

   

（２）当社の内部監査について 

 

① 当社の内部監査の概要 

当社の内部監査は、経営の健全化と体質強化に寄与することを目的

に、広く会社の業務全般を対象として行っており、会社経営方針、会社

諸規則・制度に則り、かつ事業環境の変化に対応しているか否かを、公

正・客観的な立場から、業務分野を限定することなく網羅性をもって検

査・評価している。 

 

② 本事案を発見できなかった理由 

 

ｱ. 鎌倉製作所及び通信機製作所の両製作所への内部監査では、原価

計上の仕組みが適正に運用され、売上に対応した実績原価が適切な

ものとなっているかどうかを帳簿のチェックやヒアリングにより確

認していたが、両製作所において経理計上された作業時間データ

は、そもそも既に付替えがなされた後のデータであったことから、

帳簿のチェックによって工数の付替えを発見することはできなかっ

た。 
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また、ヒアリング調査に際しても、両製作所の従業員が内部監査人

に対しても工数付替えの事実を告げることはなかった。 

  

ｲ. 従来からの内部監査は、「規則・制度の遵守」や「社内不祥事事例

の再発防止」を社内全体で徹底すると言う観点からは有効に機能して

いた反面、個別の事業の特性やその置かれた環境の特徴を踏まえ、そ

れぞれの事業に特有のリスクを広く捉え、事業所に確認すべき重点的

な監査項目として内部監査に反映させるといった対応が不十分であっ

た。このように電子システム事業本部における契約形態等に基づくコ

ンプライアンスリスクを考慮した監査が充分に行われていなかったこ

とが、内部監査において本事案を認識できなかった原因であることは

否めない。 

     

（３）当社の内部通報制度について 

当社の内部通報窓口には、平素より他案件での通報がもたらされてい

るにもかかわらず、本報告書で記載している工数その他の不適切計上に

関する通報がなされることはなかった。その背景には、これらの不適切

計上が、他の不祥事案とは異なる質のものとして鎌倉製作所、通信機製

作所の両製作所の従業員に受け止められていたことがうかがわれる。 

すなわち、両製作所においては、工数の付替えは、日々の事業を遂行

する過程で日常的かつ長期間にわたり行われており、工数の付替えに実

際に携わる管理者や課員にとっては、いわば業務の一部となっていたこ

とから、このように日々の業務の一部を構成するまでに浸透していた結

果として、工数付替えに対する問題意識が薄れ、内部通報によりそれを

是正するとの動機付けが生じなかったものと認識している。 

 

（４）従業員に対する遵法教育等について 

当社においては、従業員一人ひとりがコンプライアンスに対する意識

を高め、社会の企業に対するコンプライアンス推進への期待に応えるこ

とを目的として、当社グループ全体に適用される｢倫理・遵法行動規範｣
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を制定しており、平素よりこれに基づく意識付けや各種遵法教育を行っ

ている。 

本事案においてこのような遵法教育が功を奏さなかった理由として

は、末端の従業員に至るまで工数付替えが当該顧客に対する過大請求に

繋がるとの認識が十分ではなく、その違法性に思い至る者が決して多く

はなかったことも指摘される。すなわち、各従業員において契約に関す

る知識・認識が十分になく、工数の付替えが原価計算上いかなる意味を

持つのかについても十分な認識がなかったことがうかがわれる。この

点、従来の遵法教育においては、防衛事業や宇宙事業において特に留意

しなければならない「工数の適正計上」について殊更に説くことはして

いなかった。  

このため、末端の従業員が工数付替えに対する問題意識を持つことは

少なく、工数付替えが露見することを妨げる一つの原因となっていた。 

    

（５）当社の内部統制上の問題について 

 

① 当社の内部統制について 

当社は、委員会設置会社として、経営の監督と執行を明確に分離

し、コーポレートガバナンスをより実効性あるものとしている。 

コンプライアンスの維持及び経営の効率性の確保は、各執行役が自己

の分掌範囲について責任を持って行っており、その運営状況は、内部監

査人が監査を行っている。内部監査人は、監査担当執行役に対し、監査

状況の報告を行っており、また、監査担当執行役及び会計監査人は、監

査委員会に対し、監査状況の報告を行っている。 

なお、内部統制には、会社法で規定されている会社業務全般を対象と

するもの（以下「全般統制」と言う。）と金融商品取引法で規定されて

いる会社業務の中でも、主に財務報告の信頼性の確保に関するもの（以

下「財務報告統制」と言う。）がある。 
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② 今回の事案に関する当社の内部統制システム上の評価 

今回の事案を含め、当社の財務報告統制は全体として有効であった

と評価している。 

ただし、会社業務全般に対する内部統制への取り組みの中で、内部

通報制度の構築、内部監査の実施、遵法教育の定期実施等、そのシス

テム自体は整備されていたものの、今回の事案に鑑み、その運用にお

いて必ずしも十分ではなかったと評価している。すなわち、組織風

土、関与従業員の倫理観と言う統制環境、経営者による不適切な事象

に対するリスク評価・対応、経営者から関与従業員への必要な情報伝

達及び不適切な事象を適時に発見するモニタリングといった内部統制

の一部に課題があった。 

具体的には、管理者の遵法意識の徹底不足及び担当者に至っては工

数の付替えが日常業務の一部となっていたため、問題意識が薄れたこ

とから、内部通報制度という仕組みがありながら機能しなかったこ

と、内部監査では工数付替え後のデータ（帳簿）を確認していたた

め、発見に至らなかったこと等の課題があった。 

 

 

第４ 原因分析 

 

上記調査結果を踏まえ、今回の不正行為に至った当社内での問題点を事業

遂行側である電子システム事業本部と全社コンプライアンス体制の二つの視

点から以下のとおり整理した。 

 

１．電子システム事業本部における問題点 

 

（１）目標工数管理の定着化 

電子システム事業本部においては、事業継続が可能な損益にすべく、

契約金額に応じて設定（一部工事では実態と乖離）した目標工数管理に

よる事業全体での損益管理が長年行われ、経営管理手法として定着化
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し、その結果として、上位者の明確な指示がなくとも現場レベルで浸透

し、慣行的に実行されてきた。その要因には、目標工数管理を実現可能

にした以下の問題点がある。 

 

① 目標工数を意識した作業時間の計上及び第三者による確認の不足 

目標工数どおりの作業時間計上が定着していたとともに、工数計上

の方法は各部門の個別運用に任されていた。また、計上された工数を

社内の第三者が監査する仕組みが脆弱だった。 

 

② 工数の付替えが可能なシステムの存在及び健全性確認の不足 

上長が直接課員の作業報告の内容（工数等）を追加・修正できる工

数修正端末が存在する等、不正行為の実行が可能な工数計上システム

となっていた。また、システム全体及びシステムの追加・改善に関

し、その健全性・適正性等を視点とした社内の第三者による確認が不

足していた。 

 

（２）従前からの仕事のやり方、慣習を是正する意識が希薄 

電子システム事業本部においては、事業の専門性を重視するあまり、

人材交流が不足していた。それに伴い、人材や各々の仕事に対する認識

が画一化され、結果的に従前からの仕事のやり方・慣習を是とし、積極

的に是正する風土が醸成されるに至らなかった。 

また、組織の内部にいる管理者層は、たとえ疑問に思うことがあって

も、日頃行っている業務の問題を提起し改善することに対し、過去から

の顧客との関係や事業の継続性を重視するなどの理由から是正する意識

が希薄になっていた。 

こうした問題の背景には、過去、契約制度と原価計上との関連につい

ての体系的な教育を行っていなかったことから、「原価監査付契約」の

位置付けや原価計上の重要性等、契約制度と原価計上との関連につい

て、当該契約に係る社員の認識が不足していたこともあった。 
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２．全社コンプライアンス体制の運用上の問題点 

 

（１）事業部門に対する牽制機能が不十分 

コンプライアンス活動を強化する目的で、不正事案の予防活動として

当社グル－プ内で過去に発生した問題事案を各事業本部に横展開してき

たが、その過程において、事業本部に対するコーポレート部門の関与

（牽制）が弱く、不正行為を発見する能力が十分ではなかった。 

 

（２）コンプライアンスに関する監査・調査が不十分 

内部監査において工数付替えの事実を把握できなかった背景には、上

位者の指示に基づき計上された工数データや工数修正端末において修正

された後のデータのみを作業時間として残存させるシステムの形態で

あったため、部内以外の者による発見が困難であったことがある。 

この点、内部監査は「規則・制度の遵守」や「社内不祥事事例の再発

防止」を社内全体で徹底するという観点からは有効に機能していた反

面、個別の事業特性・事業環境を踏まえ、リスクを洗い出し内部監査に

反映させるといった取り組みが不十分であったことから、工数付替えの

事実を発見することができなかった。 

なお、今回の事案において内部通報制度が機能しなかった背景には、

工数の付替えが日々の業務の一部を構成するまでに浸透し、工数付替え

に対する問題意識が希薄化していたことがある。本来このようなケ－ス

においても内部通報制度を機能させるよう運営する必要があった。 
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第５ 再発防止策 

 

前項の原因分析を踏まえ、原因に対応した以下の再発防止策を実行する。 

 

１．電子システム事業本部に関する再発防止策 

 

（１）電子システム事業本部における経営陣の刷新 

 本事案を受けて、電子システム事業本部においては、これまで同事業

本部内で形成されてきた常識や慣習を原点に立ち返って見直し、倫理・

遵法を最優先する透明性の高い組織に変革すべく、本部長ならびに副本

部長、電子システム業務部長の経営幹部を同事業本部以外の部門から登

用し、経営陣を一新した。この新たな体制の下、2012 年 3 月 1 日より、

再発防止を含めた各種改革を既に実行している。また、事案終結後しか

るべき時期をもって、事案に関係するその他の経営幹部の再配置も行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）電子システム事業本部における経営管理手法の見直し 

これまでの実態と乖離した目標工数管理に基づく「事業全体での損益

管理」から「個別・機種別損益管理」による経営管理手法に改める。具

体的には、工数付け替えを誘引する損益の厳しい工事（赤字工事）の受

注時損益管理の強化を行うとともに、現在実施中の以下①に記載の「作

業時間計上の適正化」活動により、個別契約単位で適正な原価計上実績

電子システム事業本部　事業本部長

電子システム業務部

電子事業部

宇宙事業部

IT宇宙ソリューション事業部

通信機製作所

鎌倉製作所

関係会社

副本部長
（兼、コンプライアンス室（部）長）

【電子システム事業本部　組織図】

2012年3月1日付で電子システム事業本部以外の部門から登用
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を把握の上、徹底した原価低減と生産力強化により、製品競争力の強

化、損益改善を図る。また、経営管理手法を改めることにより、経営管

理者には、法や契約を遵守した経営管理の意識を向上、浸透させてい

く。 

また、設計・試験部門等における生産管理・人員管理については、直

接作業率だけでなく、個別工事ごとの作業工程計画に対する進捗度(達成

度)を適宜チェックし、以下①に記載の「作業時間計上の適正化」活動の

成果を反映することで作業負荷見込みを的確に把握し、総合的に人員投

入できるよう経営管理の仕組みを見直していく。 

なお、経営管理手法の見直しと合わせ、「作業時間計上の適正化」、

「作業時間計上に対する監査」、「システム及びデータの健全性確保の

ための仕組み構築」及び「その他費用の適正な管理」（以下①～④に記

載）を実行し、同種の事案を二度と発生させない経営管理を実現してい

く。 

 

① 作業時間計上の適正化 

目標工数どおりの作業時間計上を防止するため、事案発覚以降、是

正措置として以下ｱ.～ｳ.の対策を実行してきた。その結果、次項②に

記載する電子システム事業コンプライアンス部による定期的な監査を

通じ、適正な作業時間が計上されていること及び管理者・課員におい

て実態計上を行う意識が定着していることを確認している。 

なお、作業時間計上の適正化については、引き続き以下の再発防止

策を継続･実行している。 

 

ｱ. 作業項目と期限の明示による個人への作業指示 

作業時間の目標値はプロジェクトごと、各課ごとに設定される

が、従来行っていた個人への目標工数指示を暫時取りやめ、上長か

ら各個人へは作業項目と期限を明示することで作業を指示し、これ

に基づき作業工程管理を行う。なお、本来の経営管理手法の一つと

して位置づけられる個人への作業時間目標の設定については、作業
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時間計上の適正化が定着した段階で検討する。 

 

ｲ. 作業日誌による作業内容と作業時間の記録 

各課員は、上記ｱ.に記述の上長指示に基づき作業を行った後、日々

の作業内容と作業時間を記録するため、作業日誌を作成する。上長は

日々部下の作業日誌に記載された作業内容と計上された契約及び作業

時間が整合しているかを確認する。 

なお、各課員が作成した作業日誌は、透明性を高めるため管理者

が紙面にて保管するとともに写を鎌倉製作所及び通信機製作所の両

製作所のコンプライアンス部門が保管し、電子システム事業コンプ

ライアンス部門が定期監査を実施する他、顧客からの要請に応じて

閲覧できる運営とする。 

 

ｳ. 直接作業、間接作業区分の明確化 

直接作業、間接作業については、従来、計上に対する具体的項目分

類に展開されていなかったため、作業者にとって直接、間接の計上基

準が曖昧であったことから、その対策として、具体的作業内容に照ら

した直接・間接作業の計上区分を指針（ガイドライン）として示すこ

とにより作業時間計上ルールの明確化を図る。 

 

② 作業時間計上に対する監査 

上記①に記述した再発防止策について、これらが確実に展開・機能し

ているかを確認する。 

 

ｱ. 作業時間計上に対する監査 

以下の手順にて鎌倉製作所及び通信機製作所の両製作所内の各部門

によるセルフチェック並びに電子システム事業コンプライアンス部に

よる監査を実施する（作業時間計上の適正化が定着するまでの間は、

3～4 回/年）。 

あわせて、当該再発防止策の定着状況確認を主目的とした本社監査
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部による内部監査も実施する。 

 

a. チェックリストに基づいた各部門によるセルフチェック 

  以下のチェック項目に従い、各部門によるセルフチェックを行

う。 

 

【チェック項目】 

1）作業指示状況の確認 

2）作業日誌の作成・保管状況 

3）作業時間計上の入力状況 

4）作業日誌と計上された作業時間の整合性 

 

b. 電子システム事業コンプライアンス部によるチェック 

各部門によるセルフチェック後、電子システム事業コンプライ

アンス部による抜き取りチェックを行う。 

 

③ システム及びデータの健全性確保のための仕組み構築 

 

ｱ. 既存システム及びデータの健全性確認 

    鎌倉製作所及び通信機製作所両製作所における既存の情報システ

ムについては、顧客への費用請求に係るシステム（就業・作業報告シ

ステム、経理システム（作業時間計上関連）、資材調達システム（購

買、外注関連））を主に、以下のとおり社内の第三者（生産システム

本部 情報技術センター）によるシステム及びデータの健全性確認を

行った。 

 

a. 就業・作業報告システム、経理システム（作業時間計上関連） 

各システムの仕様書とソースプログラム、稼働環境の整合性確認

（①作業者の入力値がそのまま経理システムに繋がる帳票類に正確

に計上されていること、②途中段階で別の者が書き換えることがで
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きるようなシステムになっていないこと）を実施し、問題がないこ

とを確認した。 

また、不適切計上を可能とする自己承認・決裁機能の廃止を行う

とともに、代理入力機能についても、履歴を残す等システムを改修

し、牽制機能強化を図る。 

 

b. 資材・調達システム（購買、外注関連） 

不適切計上を可能とする自己承認・決裁機能の廃止を行うとと

もに、代理入力機能についても、履歴を残す等システムを改修

し、牽制機能強化を図る。 

 

ｲ. 今後のシステムの機能追加・改善時における健全性確認 

今後システムの機能追加・改善時においては、要求部門からの変更

要求内容を書面で提出させ、顧客への費用請求に係るシステム変更

については、両製作所で各々設置する審査部門などによる変更要求

内容の確認を徹底する。なお、変更要求内容が記述された書面は透

明性担保及び監査への対応のために全件保管する。 

正式版環境へ移行したプログラムは、仕様書とプログラムが一致し

ていることを、プログラム製作部門で毎回確認しているが、更に今

後は両製作所においてプログラムの知識を有する社内の第三者によ

り、その一致確認状況を抜き取り形式で確認する（2 回/年）。 

なお、上記の健全性の確認どおり問題なくシステムが機能している

かのチェックについては、定期的に電子システム事業コンプライアン

ス部が保管されている書面及び稼動しているプログラムの存在をもっ

て確認（監査）する。この確認結果は、顧客からの要請に応じて両製

作所にて閲覧できる運営とするとともに、顧客が実施するシステムに

関する監査にも用いる。 
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④ その他費用の適正な管理 

 

ｱ. 外注管理の適正化 

外注管理については、要求内容と成果物の整合性確認といった視

点での牽制機能が働いていなかったことを踏まえ、発注前及び成果

物受領時の２つの段階において要求内容と成果物の整合性を確認す

る仕組みとすることにより適正化した。 

また、要求仕様書及び成果物については、工事番号を記載するこ

とにより異なる工事での発注を牽制するとともに、成果物に関する

情報を全て受領部門にて電子データで保管することにより、透明性

の担保を図った。 

 

ｲ. 内作部品の倉入れに関する運用の適正化 

内作部品について一部で不適切な管理が行われていたことを踏ま

え、予定された納入数を超えて生産された良品はすべて倉入れする

よう運用ルールを作成の上、規則化し、運用の適正化を図る。 

 

ｳ. 出張旅費の計上に関する運用の適正化 

出張旅費については、再度出張旅費の計上ルールを文書にて関係

部門に周知徹底するとともに、上記①に記載の「作業時間計上の適

正化」施策で作成する作業日誌と出張旅費の計上オーダ、金額を上

長が確認することにより運用の適正化を図った。 

 

（３）契約制度・原価計算規程の理解促進に向けた教育 

電子システム事業本部の所属員に対しては、防衛・宇宙事業の特有の

契約条項・原価計算規程の理解促進に向け、具体的な事例を盛り込んだ

定期的な教育及び理解度チェックを行う。これにより、各担当者が日常

行っている業務が契約違反に該当していないかなどについて自己点検で

きる能力を向上させるとともに、一人ひとりの意識への一層の浸透を図

る。 
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２．全社コンプライアンス体制に関する再発防止策 

 

当社コーポレート部門によって今回の事案を発見できなかったなどの反

省を踏まえ、当社グループ全体としてコンプライアンス研修などの充実に

よる「風土改革」を基本とした「全社コンプライアンス方針の明確化と浸

透策の推進」、不正・不祥事事例の早期発見力強化などによる「コンプラ

イアンスに関する監査・調査体制の強化」、「全社コンプライアンス施策

の推進体制の強化」等を推進することにより、倫理・遵法を最優先する事

業運営基盤の再構築を図る。 

 

（１）全社コンプライアンス方針の明確化と浸透策の推進 

 

① コンプライアンス方針の再徹底 

2012 年 2 月に全従業員に対して、社長から「法や契約に反する活

動・行為は行わない」旨のメッセージを発信した。なお、鎌倉製作所

及び通信機製作所の両製作所においては、上記社長からのメッセージ

発信に加えて、全職場にて全従業員を対象とする集会を実施し、本

メッセージとその趣旨の理解を徹底した。 

また、4 月発行の社内報においても、本事案に関する社長メッセージ

を掲載し、全従業員に「倫理・遵法」を最優先する事業運営基盤の再

構築を行うよう周知した。 

 

② コンプライアンス研修の充実 

 コンプライアンス研修については、三菱電機コンプライアンス教育

（倫理・遵法行動規範教育、主に e-learning 形式で実施）を全従業員

に実施しているほか、新入社員、一般社員、管理者等に対し、階層

別、製作所別コンプライアンス教育の中でこれまで徹底してきたが、

このような事案を二度と起こさないための是正の仕組みを確実に機能

させるべく、管理者から一般社員までコンプライアンスの意識向上を

目的とした階層別コンプライアンス研修等の一層の充実化を図る。 
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（２）コンプライアンスに関する監査・調査体制の強化 

 

① 内部通報制度の運用強化 

「内部通報窓口」については 1998 年に設置後、2002 年に運用の見直

しを図るとともに名称を「倫理遵法ホットライン」へと変更し、制度

の周知と運用強化を図ってきた。 

その後、2006 年には外部弁護士事務所を社外窓口として追加し、制

度のより一層の充実を図っている。 

全従業員に対しては、制度概要と窓口を掲載したポスターの職場で

の掲示、当社イントラネットのトップページへの掲載等により制度の

周知徹底を図ってきたが、本事案を受けて、基本的な内容・ルールは

もちろん、外部窓口が設置されていること、通報者・相談者の保護、

匿名性の担保などを含めた当該制度の実効性向上に向けた再周知を行

うべく、社内報への掲載、コンプライアンス研修の中での周知、ポス

ターの改訂やイントラネットにおける各製作所トップページに内部通

報制度へのリンクを掲載する等の取り組みを実施した。 

なお、電子システム事業本部内においては、更なる実効性向上に向

け、「不正・違法・反倫理行為を認識した場合で、職制での解決が困

難と思われる際には通報窓口に通報し、不正・違法・反倫理行為の是

正・防止に努めるものとする」旨の規則を新たに制定し、内部通報制

度運用の強化を図った。 

 

② 不正・不祥事事例の早期発見力強化 

 社内外での不正・不祥事事例等を踏まえ、法令・契約違反やその予

兆を見つけるための監査テーマを選定した上で、テーマごとにリスク

の高い被監査部門を抽出して重点的に監査を実施することにより、不

正・不祥事事案の早期発見力を強化し、社内の自浄作用機能を高いレ

ベルで維持する。 

具体的施策として、2012 年 10 月に、監査部内に「遵法審査グルー

プ」を新設し、同調査組織において、経営に重大な影響を与えかねな
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いコンプライアンスリスクの早期発見及び、職場におけるコンプライ

アンスに対する意識の浸透状況並びに業務への反映状況などの監査・

調査を行うこととし、万一重大案件を発見した場合には、厳正かつ迅

速に全容解明・原因究明を行うこととした。 

 

③ 不正・不祥事発生部門への再発防止策の実施・定着状況のモニタリ

ング 

不正・不祥事発生部門に対しては、再発防止策の導入後一定期間の

経過を待って、その実施・定着状況をモニタリング（臨時監査）す

る。 

 

（３）全社コンプライアンス施策の推進体制の強化 

全社におけるコンプライアンス体制の再整備に向け、コンプライアン

ス活動の浸透を一層図るとともに、コンプライアンス問題の根絶を図る

べく 2012 年 10 月に当社コンプライアンス体制を改編した。 

 

① 全社コンプライアンス部門の明確化 

全社コンプライアンス体制強化のため、法務部を「法務・コンプライ

アンス部」と改称した。 

これにより、全社コンプライアンスの推進部門を明確化するととも

に、コンプライアンス方針や禁止行為の明確化、コンプライアンス教育

の強化、遵法自主点検の実効性向上等、コンプライアンス施策の社内へ

の一層の浸透に向けた活動を推進する。 

 

② 本部コンプライアンス部の設置 

各本部のコンプラインス諸施策の展開等は、「コンプライアンス推

進は事業推進と一体不可分」との認識の下、各本部の業務部長を本部

コンプライアンスマネージャーに任命し、同マネージャーを中心に

行ってきたが、2012 年 10 月に各本部に本部長直轄組織として「本部

コンプライアンス部」を設置し、各本部における全社コンプライアン
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社長【旧】

法務部

各事業本部・本部長

（本部コンプライアンスマネージャ）

社長【新】

法務・コンプライアンス部　【改称】

コンプライアンス部　【新設】

人員の増強

各事業本部・本部長

ス施策の着実な展開や本部内のコンプライアンス状況の点検を徹底す

るとともに、問題が発生した際の事実確認、再発防止策等を主体的か

つ組織的に実行する体制とした。 

 

③ コンプライアンスに関する監査・調査体制の強化 

経営に重大な影響を与えかねないコンプライアンスリスクの早期発

見、コンプライアンスに対する意識の浸透や業務への反映状況等の監

査・調査の充実に向けて、監査部に「遵法審査グル－プ」を設置する

とともに、これまで法務部コンプライアンス室が担当してきた「倫理

遵法ホットライン」の運営を同グル－プの職掌とすることとした。ま

た監査・調査にあたっては、必要に応じて外部の弁護士を調査に加え

ることとした。 

 

（４）将来の経営管理者の育成 

長年にわたり自己が所属する組織で形成されてきた常識や慣習を原点

に立ち返って点検かつ是正すると言う意識を醸成し、組織運営上の透明

性を高めるため、本部をまたがる経営幹部や管理部門の人事異動を継続

的に推進するとともに、積極的に国内外の他事業を経験させることで、

コンプライアンスに対する見識と多面的な価値観を有する多様な人材を

計画的に育成していく。 

既に、過去の常識や慣習にとらわれず問題点を把握し是正することが

できる人事配置や同一ポジション長期在位者に対する人事ローテーショ

ン等、コンプライアンスの再徹底に向けた人材配置の実施を社内各部門

に対して指示している。 
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（５）厳正な社内処分の実施 

本事案に関与した関係者に対し、その責任の程度に応じ社内規程に

従って厳正な社内処分を実施する。 

また、今後の再発防止につなげるためにも、法・契約違反行為に対して

は極めて厳正な社内処分を行うとの方針について、改めて社内に周知し再

徹底する。 

 

以 上 

 


